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図 1.1   論文の構成 
 
 
第 2 章 
 
図 2.1   砕波や越波を利用して流れを発生させる構造体 
図 2.2   平面水槽 
図 2.3   実験模型（model 1） 
(a) 各マウンドの断面図 
(b) 平面図 
図 2.4   貯水部を設けた実験模型（model 2） 
(a) 各マウンドの断面図 
(b) 平面図 
図 2.5   流管中の検査領域 
図 2.6   model 1 の水位・流速の時系列（①Hi=7.9cm, T=1.0s, Level 4） 
(a) Low Crest (hc/Hi=0.59) 
(b) Mean Crest (hc/Hi=0.04) 
(c) High Crest (hc/Hi=-0.51) 
図 2.7   model 1 の水位・流速の時系列（②Hi=8.5cm, T=1.5s, Level 4） 
(a) Low Crest (hc/Hi=0.55) 
(b) Mean Crest (hc/Hi=0.04) 
(c) High Crest (hc/Hi=-0.47) 
図 2.8   model 1 の水位・流速の時系列（③Hi=4.2cm, T=1.0s, Level 4） 
(a) Low Crest (hc/Hi=1.12) 
(b) Mean Crest (hc/Hi=0.07) 
(c) High Crest (hc/Hi=-0.95) 
図 2.9   model 1 の水位・流速の時系列（④Hi=3.9cm, T=1.5s, Level 4） 
(a) Low Crest (hc/Hi=1.21) 
(b) Mean Crest (hc/Hi=0.08) 
(c) High Crest (hc/Hi=-1.03) 
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図 2.10  model 1 のマウンド別の断面平均流速 
(a) Low Crest 
(b) Mean Crest 
(c) High Crest 
図 2.11  model 1 の導水流量 
図 2.12  model 2 の導水流量 
図 2.13  model 1 の相対天端水深と相対平均水位上昇量の関係 
図 2.14  model 1 の相対天端水深と導水効率の関係 
図 2.15  定常状態を仮定した場合の遊水部への流入・流出量と導水流量 
図 2.16  model 1 の平均水位上昇量の実験値と計算値の比較（CI=CR=1.0） 
図 2.17  model 1 の導水流量の実験値と計算値の比較（CI=CR=1.0） 
図 2.18  model 1 の平均水位上昇量の実験値と計算値の比較（CI=CR=0.25） 
図 2.19  model 1 の導水流量の実験値と計算値の比較（CI=CR=0.25） 
図 2.20  model 2 の導水流量の実験値と計算値の比較（CI=CR=0.25） 
図 2.21  model 2 の各遊水部と貯水部のあいだの導水流量の計算値（CI=CR=0.25） 
図 2.22  単一マウンドの相対平均水位上昇量の計算値（CI=CR=0.25） 
図 2.23  単一マウンドの無次元導水流量の計算値（CI=CR=0.25） 
図 2.24  単一マウンドの有義波高・導水管径と平均水位上昇量の関係（不規則
波：L=200.0m, B=10.0m, CI=CR=0.25） 
図 2.25  単一マウンドの有義波高・導水管径と導水流量の関係（不規則波：
L=200.0m, B=10.0m, CI=CR=0.25） 
図 2.26  単一マウンドの導水管路長と平均水位上昇量の関係（不規則波：H0=0.30m, 
D=1.5m, B=10.0m, CI=CR=0.25） 
図 2.27  単一マウンドの導水管路長と導水流量の関係（不規則波：H0=0.30m, 
D=1.5m, B=10.0m, CI=CR=0.25） 
図 2.28  単一マウンドの遊水部長さと平均水位上昇量の関係（不規則波：
L=200.0m, D=1.5m, CI=CR=0.25） 
図 2.29  単一マウンドの遊水部長さと導水流量の関係（不規則波：L=200.0m, 
D=1.5m, CI=CR=0.25） 
表 2.1   実験で用いた規則波条件と水深 
写真 2.1 実験模型の配置状況 
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図 3.1   水表面での波動運動や質量輸送を利用して流れを発生させる構造体 
vii 
図 3.2   平面水槽 





図 3.4   水位・流速の時系列（12 pipes, D=10.0cm, θ=0°） 
(a) Level 5 (Hi=8.4cm, T=1.2s) 
(b) Level 3 (Hi=8.5cm, T=1.2s) 
(c) Level 1 (Hi=8.4cm, T=1.2s) 
図 3.5   水位・流速の時系列（12 pipes, D=10.0cm, θ=0°） 
(a) Level 5 (Hi=4.3cm, T=1.2s) 
(b) Level 3 (Hi=4.4cm, T=1.2s) 
(c) Level 1 (Hi=4.0cm, T=1.2s) 
図 3.6   水位・流速の時系列（12 pipes, D=15.0cm, θ=0°） 
(a) Level 5 (Hi=8.7cm, T=1.2s) 
(b) Level 3 (Hi=8.2cm, T=1.2s) 
(c) Level 1 (Hi=8.4cm, T=1.2s) 
図 3.7   水位・流速の時系列（12 pipes, D=15.0cm, θ=0°） 
(a) Level 5 (Hi=4.3cm, T=1.2s) 
(b) Level 3 (Hi=4.1cm, T=1.2s) 
(c) Level 1 (Hi=4.2cm, T=1.2s) 
図 3.8   中心流速の実験値と計算値の比較（12 pipes, θ=0°） 
図 3.9   非定常・定常計算による断面流速値の比較（12 pipes, θ=0°） 
図 3.10  孔数・導水管径と導水流量の関係（Level 3, Hi=6.1cm, T=1.2s, θ=0°） 
図 3.11  相対波高と導水効率の関係（12 pipes, D=10.0cm, θ=0°） 
図 3.12  相対波高と導水効率の関係（12 pipes, D=15.0cm, θ=0°） 
図 3.13  波の入射角度の違いによる波高と導水流量の関係（12 pipes, Level 3, 
D=15.0cm） 
図 3.14  長水路 





図 3.16  数値計算で用いた水路および堤体の構造諸元 
viii 
図 3.17  水位・流速の時系列（規則波，Hi=9.7cm, T=1.27s） 
図 3.18  水位・流速の時系列（規則波，Hi=9.2cm, T=1.91s） 
図 3.19  水位・流速の時系列（不規則波，H1/3=6.0cm, T1/3=1.19s） 
図 3.20  水位・流速の時系列（不規則波，H1/3=6.2cm, T1/3=1.73s） 









図 3.22  水位・流速の時系列（Hi=10.0cm, T=1.26s） 
図 3.23  水位・流速の時系列（Hi=10.0cm, T=1.90s） 
図 3.24  入射波高と導水管出口での中心流速の関係 
図 3.25  相対波高と導水効率の関係 
図 3.26  反射率 
表 3.1   実験で用いた波条件と水深 
表 3.2   実験で用いた波条件と水深 
表 3.3   数値計算で与えた諸条件 
写真 3.1 実験模型の配置状況（θ=45°の斜め入射時） 
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図 4.1   長水路 




図 4.3   構造体に対する解析モデル 
図 4.4   数値計算で用いた水路および堤体の構造諸元 
図 4.5   異吃水二重壁式防波堤に規則波が作用したときの流況（Hi=10.0cm, 












































図 4.11  下部通水部における無次元輸送流量 
図 4.12  遊水室型海水交換防波堤の波エネルギーの逸散と平均流の生成機構 
図 4.13  平面水槽 
図 4.14  実験模型の構造諸元 
図 4.15  集水装置の構造諸元 
図 4.16  反射率（規則波） 
図 4.17  透過率（規則波） 
図 4.18  下部通水部での無次元輸送流量（規則波） 
図 4.19  下部通水部での無次元輸送流量（不規則波） 
図 4.20  集水装置を接続したときの下部通水部での無次元輸送流量（規則波） 
図 4.21  実験水路 
図 4.22  堤体幅を変化させるときの実験模型の構造諸元 
図 4.23  水深に対する通水部高さを変化させるときの実験模型の構造諸元 
図 4.24  通水部前面の開口率を変化させるときの実験模型の構造諸元 
(a) 立面図 
(b) 断面図 























表 4.1   実験で用いた波条件と水深 
表 4.2   数値計算で与えた諸条件 
表 4.3   水深に対する通水部高さを変化させるときの実験模型の構造諸元 
表 4.4   通水部前面の開口率を変化させるときの実験模型の構造諸元 





第 5 章 
 
図 5.1   港内における濁度計の配置 
図 5.2   平面水槽 
図 5.3   実験模型の構造諸元 
図 5.4   計算対象領域および港形状（D.L.表示） 
図 5.5   各防波堤型式に規則波が作用したときの港内泊地における濃度変化
（H=5cm, T=1.3s） 
図 5.6   遊水室型防波堤に不規則波が作用したときの港内泊地における濃度変
化（H1/3=5.6cm, T1/3=1.3s，導流堤付き） 
図 5.7   遊水室型防波堤を設置したときのトレーサの挙動 
（トレーサの位置を 1T 毎に描画した実験結果，Hi=9.1cm, T=1.8s） 
図 5.8   すべて不透過堤としたときのトレーサの挙動 
（トレーサの位置を 2T 毎に描画した実験結果，Hi=7.6cm, T=1.8s） 
図 5.9   遊水室型防波堤を設置したときの流れの平面分布 
（実験値，計測位置は水深中央部 20cm，Hi=9.1cm, T=1.8s） 
図 5.10  すべて不透過堤としたときの流れの平面分布 
（実験値，計測位置は水深中央部 20cm，Hi=7.6cm, T=1.8s） 
図 5.11  遊水室型防波堤を設置したときの平面波高分布 
（計算値，入射波高による波高比で表示，Hi=9.1cm, T=1.8s） 
図 5.12  すべて不透過堤としたときの平面波高分布 
xii 
（計算値，入射波高による波高比で表示，Hi=7.6cm, T=1.8s） 
図 5.13  遊水室型防波堤を設置したときの流れの平面分布 
（計算値，Hi=9.1cm, T=1.8s） 
図 5.14  すべて不透過堤としたときの流れの平面分布 
（計算値，Hi=7.6cm, T=1.8s） 
図 5.15  遊水室型防波堤を設置したときの渦度分布 
（計算値，Hi=9.1cm, T=1.8s） 
図 5.16  すべて不透過堤としたときの渦度分布 
（計算値，Hi=7.6cm, T=1.8s） 










図 5.19  各計算条件での残差流 
(a) 潮汐作用時（対策工なし） 
(b) 潮汐と導水流量 0.5m3/s 作用時 
(c) 潮汐と導水流量 1.0m3/s 作用時 
(d) 潮汐と導水流量 2.0m3/s 作用時 


























図 5.25  港奥泊地内での仮想粒子の残留割合 
表 5.1   数値計算で与えた諸条件 
表 5.2   数値計算で与えた諸条件 
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第 1 章 序論 
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・ 小波高時や干満差，導水路が長距離であっても導水が機能する  
・ 任意の場所に取水口と配水口を設定できる  
・ 泊地内での静穏性が確保される  









いて検討する．論文の構成を図 1.1 に示す．各章の内容は以下のとおりである．  
 










 第 4 章では，渦を利用して流れを発生させる海水交流施設として，異吃水二重
壁式防波堤の遊水室内に没水平版を設置し，下部に通水部を設けた構造体を対象













海水交流施設に関する検討（第 2 章） 
 
水表面での波動運動や質量輸送を利用して流れを 
発生させる海水交流施設に関する検討（第 3 章） 
 
渦を利用して流れを発生させる 





の促進に関する検討（第 5 章） 
 
 
結論（第 6 章） 
図 1.1  論文の構成 
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第 2 章 砕波や越波を利用して流れを発生させる海水交流施設に関する検討 
 
 






























































































波材として設置した．造波板の前面から 10.3m 地点までは水平床とし，続く 4.0m


























図 2.2  平面水槽 





・ 導水性能の観点から潜堤は，漏水が少ない構造とする．  
・ 潜堤の前法面は，砕波を促進し波の遡上を促す重要な役割を果たす．法面













・ 静水位が潜堤の天端上から±H/2 の範囲内で高い導水性能となる．  
こうして決めた実験模型の構造諸元を図 2.3，2.4 にそれぞれ示す（写真 2.1









模型の両脇は，中段および低段マウンド側ともに 1:2 勾配とし，1 個当たりの質
量がおよそ 180g の消波ブロックで乱積み被覆した．またコンクリートブロックの
直立壁上に耐水ベニヤ板を設けて，越波を許さない構造とした．導水路は，直径
10.0cm，長さ 430cm の塩化ビニル製の円管 3 本で構成し，各遊水部の中央にそれ
ぞれ接続した．ここでは管路内に自由水面を発生させないために，管が完全に没
水する位置に敷設した．  









500 1,000 1,000 500
Concrete Armor Units Concrete Armor Units
1:2 1:2
Wave Chamber Wave Chamber Wave Chamber






































































































Concrete Armor Units Concrete Armor Units
1:2 1:2
Wave Chamber Wave Chamber Wave Chamber
High CrestLow Crest Mean Crest
Slope of 1:2






(a) 各マウンドの断面図 (unit; mm) 
(b) 平面図 (unit; mm) 
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 図 2.4 に示す実験模型 model 2 は，model 1 の直立壁の背後に長さ 300cm，奥行








ロックの諸元は，model 1 のそれと同一とした．  
 ここで模型縮尺は，model 1，model 2 ともに 1/10～1/20 程度を想定した．  
(3) 実験条件および計測項目 
 実験波は，表 2.1 に示すとおり入射波高が概ね 2.0~8.0cm，周期 1.0, 1.5s の規則
波とし，実験模型に対して直入射となるように作用させた．また潮位変化が導水
性能に及ぼす影響を把握するために 7 水位に変化させた．図 2.3，2.4 中では，実
験で用いた水位とマウンド天端高との関係も併せて示している．  
Wave height Hi=2.0, 4.0, 6.0, 8.0 cm 
Wave period T=1.0, 1.5 s 
Water depth h=25.0, 28.1, 31.3, 34.4, 37.5, 40.6, 43.8 cm 
写真 2.1  実験模型の配置状況 
表 2.1  実験で用いた規則波条件と水深 
 - 12 -



























2ρτ                                          (2.1)   
で表されることが知られている．ここに， tτ は乱流せん断応力，ρ は流体の密度，
l は混合距離， y は壁面からの距離， u は流速である．  
乱流の全せん断応力τ は，分子粘性による内部せん断応力と乱流の Reynolds せ
ん断応力の和で表されるが，壁のごく近傍を除けば乱流せん断応力が卓越し，粘
性せん断応力を無視することができることから， tττ = として取り扱うものとする． 
次に混合距離を，Karman 定数 κ を用いて壁面からの距離に比例するものとして  
yl κ=                                                   (2.2)   
で関係づけ，壁面せん断応力 0τ を壁面摩擦速度 *u で表現した式  
ρ
τ 0
* =u                                                 (2.3)   






*=                                                 (2.4)   
 上式の常微分方程式を y について積分してκ =0.4 とすると，対数速度分布の式
を得る．  












e +=+= κ                        (2.5)   
ここに， 0y は長さの代表値， 1c は積分定数（= ( ) *0 uyu ）である．  
この対数速度分布式において，壁が滑面の場合には *0 uy ν= ，粗面の場合には


















                                   (2.7)   
となる．ここに，ν は分子動粘性係数， sk は均一粒径の砂粒を隙間無く壁面に貼
り付けた場合の粒径である．  
円管の断面平均流速U は，管路流量 Qを管の断面積 Aで除したものであるから，
管径を Dとして  



























                                 (2.10)   
を得る．  
この結果，断面平均流速U と中心流速 cu の関係は，滑面・粗面ともに  
*75.3 uuU c −=                                           (2.11)   
で表される．  
 壁面せん断応力 0τ は，Darcy-Weisbach の摩擦損失係数 f を用いて  
2
0 8
Uf ρτ =                                              (2.12)   
と書けることから， *u とU の関係は，式(2.3)から次式となる．  
Ufu
8*
=                                               (2.13)   
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=                                           (2.14)   
で示されることがわかる．  
 円管内のU と cu の関係を求める際には，Reynolds 数により f が変化することを
考慮して，Colebrook-White 式を用いる方法がより厳密な手続きとして考えられる．
ここでは簡略化して， f を Manning 式の粗度係数 n を用いて表すこととする．円










nf gg ==                                     (2.15)   
















=                             (2.16)   
ここに， gは重力加速度である．  
 本実験では管路に塩化ビニル製のパイプを採用しており，粗度係数は水理公式
集 15)16)より 010.0=n m-1/3s 程度と見積もられる．そして式(2.16)に 100.0=D m，





非定常 1 次元流れを考える．  

































∂+ ρρ  


















∂−= sin1 g                                (2.18)   
と書き表せる．ここに， p は圧力， s は流れ方向の座標， sl は断面の周長， t は時


















∂=                                         (2.21)   
と表すことができる．ここに， bz は管路軸線の鉛直座標，I はエネルギー勾配， fh






















                       (2.22)   










∂∫ ggg ρ                          (2.23)   
一方，流管中の検査領域で連続方程式をたてると  










∂+−Δ ρρρρ                (2.24)   
が成立し，これをまとめると次式が得られる．  






ρρ                                     (2.25)   
次に導水管の断面積が一定で，かつ流体の密度が変化しない場合を仮定する．
このとき，上の連続式から断面流速は位置に無関係となり，時間のみに依存する
関数 ( )tU となることがわかる．  
一様断面の導水管の管路長を L として，管の入口と出口に対して式(2.23)を適用
すると  














ggg ρ                            (2.26)   
と記される．  



















                    (2.28)   
で書き表される．ここに， ef は入口の損失係数， of は出口の損失係数， bf は屈
曲の損失係数， hΔ は入口水位 eη と出口水位 oη の差であり， f は式(2.15)による． 
 導水管内の断面流速は，式(2.28)を差分化して計算条件を付与し，時間積分する
ことで，時々刻々の流速値が得られる．  





































(1) model 1 の水位・流速の時系列データ 
 図 2.6～2.9 は，model 1 に関する実験結果の一例であり，造波開始から 60s 間
の水位・流速の時系列データを低段・中段・高段の各マウンド別に示したもので
ある．これらの図は，それぞれ① =iH 7.9cm， =T 1.0s，② =iH 8.5cm， =T 1.5s，
③ =iH 4.2cm， =T 1.0s，④ =iH 3.9cm， =T 1.5s の 4 波種に対する結果であり，
水位はすべて Level 4 の水深 h=34.4cm に相当する．図中では，導水管の入口・出
口での水位変動 eη ， oη と導水管の出口での中心流速 cu の実験値に加えて，非定常
流れの式(2.28)および断面平均流速と中心流速の関係式(2.16)より求められる計算
値についても併せて示した．計算条件は，鮏川ら 17)の研究成果を踏まえて 00.1=ef ，
00.1=of で与え， 29.0=bf ， 30.4=L m， 100.0=D m， 010.0=n m-1/3s， oeh ηη −=Δ
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とした 15)16)．水位差の実験値は 50Hz の離散値として得ていることから，非定常











 次に入射波高の影響については，波高の小さい 2 波種（③ =iH 4.2cm， =T 1.0s，
④ =iH 3.9cm， =T 1.5s）では，静水面とマウンドの天端がほぼ一致する中段マウ
ンドの流速が高段・低段マウンドのそれらを抑えて最も高い結果となっているこ

















ことから，ここでは =t 32～60s のあいだで，水理現象が安定していると判断した
3s 間の時間平均値を採用することとした．例えば，図に示した 4 波種に対する実
験結果の場合では，いずれも =t 52～55s の各諸量の時間平均を定常状態の値とし
て採用した．  



































































(c) High Crest (hc/Hi=-0.51) 
uc (cm/s) η  (cm) 
t (s) 
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(c) High Crest (hc/Hi=-0.47) 
uc (cm/s) η  (cm) 
t (s) 
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η  (cm) 



































































(c) High Crest (hc/Hi=-0.95) 
uc (cm/s) η  (cm) 
t (s) 





η  (cm) 
η  (cm) 



































































(c) High Crest (hc/Hi=-1.03) 
uc (cm/s) η  (cm) 
t (s) 





η  (cm) 
η  (cm) 
 - 22 -
(2) model 1 および model 2 の導水性能 
 図 2.10 は，定常状態における model 1 の断面平均流速U について，水深別に整
理して示したものである．上から低段・中段・高段の各マウンド別にまとめてお






がほぼ一致する水位 4（ =h 34.4cm）や天端が空中に出る水位 3 において高い導水
性能が見られる．やはり高段マウンドにおいても，天端の上下に静水面が位置す






 図 2.11，2.12 は，定常状態における model 1 および model 2 の導水流量 Qにつ
いて，それぞれ水深別にまとめて示したものである．model 1 については，低段・
中段・高段の各マウンドにおける導水流量を合算したものを，一方の model 2 に
ついては，直立壁背後の貯水部から岸側に延びた導水路での導水流量を示してい






しないという課題を model 1，2 ともに克服していることがわかる．このうち貯水






た model 1，2 ともに，同一波高では長周期の方がより大きな導水流量となり，導
水流量に対する波周期の依存が図より読み取れる．  



































































図 2.10  model 1 のマウンド別の断面平均流速 
(a) Low Crest 
(b) Mean Crest 
(c) High Crest 
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図 2.12  model 2 の導水流量 














































































図 2.13  model 1 の相対天端水深と相対平均水位上昇量の関係 
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(3) 天端水深と平均水位上昇量・導水効率の関係 




2.00 −=Hhc 近辺で 0Hη =0.38～0.56 となり，最も大きい相対平均水位上昇量を記
録していることがわかる．またデータにバラツキがあるものの，マウンド天端と
静水面の位置関係が概ね 5.15.1 0 ≤≤− Hhc の範囲内であれば，平均水位の上昇が
発生することも見て取れる．さらにこの平均水位の上昇が生じる範囲では，
2.00 −=Hhc をピークに 0Hhc と 0Hη のあいだにほぼ線形関係が見られる．周期
の影響については，やはり同一波高では長周期の方がより大きな平均水位の上昇
を引き起こす傾向にあることが読み取れる．  
図 2.14は，model 1 に関する相対天端水深 0Hhc と導水効率 *Q の関係について，
実験で得られた全データを示したものである．導水効率は，1 周期間における導







2.00 −=Hhc 近辺で =*Q 0.16～0.24 となり，最も高い導水効率を記録することが
図より見て取れる．また図より，①マウンドの天端と静水面の位置関係が概ね
5.15.1 0 ≤≤− Hhc の範囲内であれば導水性能が発揮されること，② 2.00 −=Hhc










導水路がない場合の沖波波高 0H と遊水部での平均水位上昇量 cη の関係につい
て間辺ら 2)は，前法 1:2 勾配のコンクリート製の不透過マウンドを対象とした規
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則波実験より，静水面がマウンド天端と一致するとき  
049.0 Hc =η                                             (2.30)   
で表されることを明らかにした．ここでは波周期の影響を無視したこの簡易式を
踏襲するとともに，本実験結果に基づき 0Hhc と 0Hη が線形関係で，かつ
2.00 −=Hhc において 0Hη がピークとなる関数形を採用する．また実験結果を踏
まえて安全側の判断により， 2.12.1 0 ≤≤− Hhc の範囲で平均水位が上昇するもの













































cη          (2.31)   
 次に図 2.15 に示すように，マウンドの天端上水深がプラスとなる場合を対象に，
遊水部での水理現象について定常状態を仮定し Bernoulli の定理を適用すると，入
射波が遊水部に打ち込む流入量 IQ および遊水部から沖へ戻る流出量 RQ は，それ
ぞれ次式で表される．  
( )BhCQ cccII += ηηg2                                  (2.32)   
( )BhCQ cRR += ηηg2                                   (2.33)   
ここに， IC は流入に対する流量係数， RC は流出に対する流量係数，η は導水
がある場合の平均水位上昇量， B は遊水部の長さである．  

















                (2.34)   















= 1                                   (2.35)   
で表される．ここに， inC は導水管の流量係数， oη は導水管の出口での平均水位
上昇量である．  
 また遊水部での流量の連続性  
TRI QQQ +=                                             (2.36)   
が成り立ち，上述した関係式を連続の式に代入することで，Newton-Raphson 法に
よりただちにη が求められる．ただし，解を求める際の制約条件として  
① cηη ≤≤0  
② 0<ch のときは cc hh −= とおく  














 まず各遊水部と貯水部のあいだに m 本の導水管が存在する場合，k 番目の導水




















           (2.37)   
で書き記される．ここに， wcη は貯水部での平均水位上昇量で，添字 k は k 番目の
導水管に相当することを表す．  






,                                              (2.38)   
となることから  


















                        (2.39)   
が成立し，この関係式を満たす wcη を Newton-Raphson 法により算定することがで
きる．  
ただし，式(2.39)の解を求める場合にも次の制約条件を課した．  
① ),,,,,(max0 21 mkwc ηηηηη LL≤≤  
② 0, <+ kck hη かつ 0, <+ kcwc hη のときは wck ηη = とおく  
③ 0, <+ kck hη  かつ 0, ≥+ kcwc hη のときは kck h ,=η とおく  
2, 3 番目の条件を課す際には，各マウンドの天端上水深 kch , が負の値であっても
そのまま用いることに注意を要する．  
こうして，貯水部を設置した場合の導水流量 TQ や各遊水部と貯水部のあいだの
導水流量 kTQ , が得られる．  
 
2.6  導水流量の算定式の適用性 
(1) model 1 および model 2 における実験値と計算値の比較 
図 2.16，2.17 は，model 1 における平均水位上昇量および導水流量について，
実験値と本算定モデルによる計算値の比較をそれぞれ示したものである．図中で
は，低段・中段・高段の各マウンドおよび周期の組み合わせにより区分けした．
計算で用いる流入に対する流量係数 IC と流出に対する流量係数 RC については，
マウンドの天端上水深がプラスで導水路を設けない場合には同値となることから，
ここでは同値として 0.1== RI CC で与えた．その他の計算条件は，model 1 の実験
条件を付与するとともに，非定常流れの式を計算したときと同じ 00.1=ef ，
00.1=of ， 29.0=bf ， 30.4=L m， 100.0=D m， 010.0=n m-1/3s， 81.9=g m/s2 とし，




あり， IC ， RC について適切な値を設定する必要があると判断した．このため IC
および RC を変化させて感度解析を実施した結果， 25.0== RI CC に設定した場合
に平均水位上昇量の実験値と計算値の対応が良いことが判明した．図 2.18，2.19
は，このときの平均水位上昇量および導水流量について，それぞれ示したもので
ある． 25.0== RI CC の場合と 0.1== RI CC の場合を比較すると，前者を採用する
ことで，平均水位上昇量が過大とならないよう修正され，実験値と計算値に良好
な一致が見られることがわかる．また導水流量についても，流量の大きい領域で  

















図 2.16  model 1 の平均水位上昇量の実験値と計算値の比較（CI=CR=1.0） 






















































図 2.18  model 1 の平均水位上昇量の実験値と計算値の比較（CI=CR=0.25） 
図 2.19  model 1 の導水流量の実験値と計算値の比較（CI=CR=0.25） 
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実験値と計算値の一致度が向上したことから，本モデルを計算するに際しては，
25.0== RI CC を採用することとする．  
図 2.20 は，model 2 に関する導水流量について，実験値と本算定モデルによる
計算値の比較を水深別に示したものである．実験値は，先の図 2.12 で示したもの
と同じであり，沖波波高 0H と周期T の組み合わせに応じてプロットした．一方の
計算値は，実験値に対応した =0H 2.0, 4.0, 6.0, 8.0cm の 4 波種についての計算結果
を示している．計算条件は，model 2 の実験条件を付与するとともに，やはり
25.0== RI CC とした．貯水部から岸側に延びた導水管に対しては， 00.1=ef ，
00.1=of ， 256.0=bf ， 70.6=L m， 100.0=D m， 010.0=n m-1/3s， 00.0=oη m とし，
遊水部と貯水部を繋ぐ各導水管に対しては，それぞれ 00.1=ef ， 00.1=of ，















 図 2.22 は，model 1 の単一マウンドにおける相対天端水深 0Hhc と相対平均水
位上昇量 0Hη の関係について，本算定モデルによる計算結果を示したものである．
また図 2.23 は，同条件下での相対天端水深 0Hhc と無次元導水流量 *Q の関係に
ついて示したものである．導水流量の無次元化は，護岸の越波流量をまとめる際
に用いる方法で定義した．各図中では，沖波波高 5 波種について示した．  
これらの図より， 0Hη および *Q は， 2.00 −=Hhc をピークに 2.12.1 0 ≤≤− Hhc
の範囲で有意な値となることが見て取れる．また図 2.22 より 2.00 −=Hhc をピー
クに 0Hhc と 0Hη のあいだにほぼ線形関係が見られ，先に示した図 2.13 とほぼ
相似形をなすことがわかる．さらに図 2.23 より 0Hhc と *Q の関係も，先に示し
た図 2.14 とほぼ同じかたちを形成し，本算定モデルがその定式化の際に意図した
結果を導き出していることが読み取れる．  
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図 2.21  model 2 の各遊水部と貯水部のあいだの導水流量の計算値（CI=CR=0.25）
 














































































図 2.22  単一マウンドの相対平均水位上昇量の計算値（CI=CR=0.25） 
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 波高が増大するにしたがい 0Hη は増大し *Q は減少する傾向も併せて見られ，
本算定モデルの有効性を示せたものと考える．  
 










本ら 1)は，前法 1:2 勾配のブロック張捨石マウンドを対象とした実験より，静水
面がマウンド天端と一致するとき  
規則波の場合 
027.0 Hc =η                                             (2.40)   
不規則波の場合 




0,3/10 66.0 HH =                                          (2.42)   
が得られ，不規則波の有義波高に 0.66 倍乗じた値は，規則波の波高に相当するも
のと見なすことができる．式(2.42)は，エネルギースペクトルから求まるエネルギ
ー平均波高 rmsH と有義波高 3/1H の関係  
3/171.0 HH rms =                                           (2.43)   
あるいは Rayleigh 分布から求まる算術平均波高 H と 3/1H の関係  
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cη    (2.31)’   
山本ら 20)による潜堤付孔空き防波堤に関する現地観測結果を考慮すると，上式
によれば平均水位上昇量を過大に見積もることはないものと判断する．しかし本




部から沖へ戻る流出量 RQ を表す式(2.32), (2.33)において，波の入射角θ （堤体の
法線方向と入射波の成す角度）を考慮して遊水部の長さを θcosB で与えて取り扱
うこととする．  
( ) θηη cos2 BhCQ cccII += g                              (2.32)’   
( ) θηη cos2 BhCQ cRR += g                               (2.33)’   
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a) 有義波高および管径が平均水位上昇量・導水流量に及ぼす影響 
 図 2.24 は，波高および管径を変化させたときの単一マウンドにおける相対天端
水深 0Hhc と相対平均水位上昇量 0Hη の関係について，算定モデルによる計算結
果を示したものである．また図 2.25 は，同条件下での相対天端水深 0Hhc と導水
流量 Qの関係について示したものである．遊水部は長さ 0.10=B m で，真っ直ぐな
導水管路 0.200=L m， 013.0=n m-1/3s を有する構造諸元を想定し，計算条件を
00.1=ef ， 00.1=of ， 00.0=bf ， 00.0=oη m， 25.0== RI CC で与えた．各図中で
は，有義波としての沖波波高 00.1,50.0,30.0)( 0,3/10 =HH m，管径 50.2,00.2,50.1=D m
の組み合わせによりそれぞれ示した．  
これらの図より， 0Hη および Qは， 13.00 −=Hhc をピークに 8.08.0 0 <<− Hhc
の範囲で有意な値をとることが見て取れる．また図 2.24 より 13.00 −=Hhc をピ
ークに 0Hhc と 0Hη のあいだに 3 本の線形関係が見られ，先に図 2.22 で示した
規則波に対する計算結果と相似形を形成していることがわかる．さらに図 2.25
に示す 0Hhc と Qの関係も先に示した図 2.23 と相似形を形成しており，算定モデ
ルがねらいどおりの結果を導き出していることも読み取れる．  
同一管径では波高が増大するにしたがい 0Hη および Qともに増大傾向にある
こと，同一波高のとき管径が増大するにつれて 0Hη は減少し，一方の Qは増大す
る傾向にあることが明瞭に認められる．導水流量の最大値 maxQ については，沖波
波高 0H =0.30m で maxQ =0.5m3/s 程度， 0H =0.50m で maxQ =0.8～1.1m3/s 程度，
0H =1.00m で maxQ =1.7～2.9m3/s 程度となり，対象波浪に応じて管径を適切に設定
する必要があると言える．  
b) 管路長が平均水位上昇量・導水流量に及ぼす影響 
図 2.26 は，管路長 Lを変化させたときの単一マウンドにおける相対天端水深
0Hhc と相対平均水位上昇量 0Hη の関係について，算定モデルによる計算結果を
示したものである．また図 2.27 は，同条件下での相対天端水深 0Hhc と導水流量
Qの関係について示したものである．遊水部は長さ B =10.0m，真っ直ぐな導水管
路 D =1.50m， 013.0=n m-1/3s を有する構造諸元を想定し，有義波としての沖波波
高 0H =0.30m が作用したときの計算例であり，計算条件は先の例と同じく
00.1=ef ， 00.1=of ， 00.0=bf ， 00.0=oη m， 25.0== RI CC で与えた．  
これらの図より，導水管が長くなるにしたがい Qが減少し，これに伴い遊水部
の 0Hη が増大するようすが見て取れる．各管路長における maxQ に着目すると，




Reynolds 数による流れの状態を考慮できる点に特長があると言える．  




































図 2.24  単一マウンドの有義波高・導水管径と平均水位上昇量の関係 
（不規則波：L=200.0m, B=10.0m, CI=CR=0.25） 
図 2.25  単一マウンドの有義波高・導水管径と導水流量の関係 





































図 2.26  単一マウンドの導水管路長と平均水位上昇量の関係 
（不規則波：H0=0.30m, D=1.5m, B=10.0m, CI=CR=0.25） 
図 2.27  単一マウンドの導水管路長と導水流量の関係 



































図 2.28  単一マウンドの遊水部長さと平均水位上昇量の関係 
（不規則波：L=200.0m, D=1.5m, CI=CR=0.25） 
図 2.29  単一マウンドの遊水部長さと導水流量の関係 
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c) 遊水部長が平均水位上昇量・導水流量に及ぼす影響 
図 2.28 は，波高 0H および遊水部長さ Bを変化させたときの単一マウンドにお
ける相対天端水深 0Hhc と相対平均水位上昇量 0Hη の関係について，算定モデル
による計算結果を示したものである．また図 2.29 は，同条件下での相対天端水深
0Hhc と導水流量 Q の関係について示したものである．直線導水管の諸元は
L =200.0m， D =1.50m， 013.0=n m-1/3s で固定し，計算条件はやはり先の例と同じ
く 00.1=ef ， 00.1=of ， 00.0=bf ， 00.0=oη m， 25.0== RI CC で与えた．  
これらの図より，同一波高では，遊水部長さ Bが増大するにしたがい 0Hη およ
び Qともに増大傾向にあり，結果の差異が大きいことから Bが Qに多大な影響を
及ぼしていることが読み取れる．また Bが同一のときには， 0H が大きい方が 0Hη
および Qともにより大きい値をとることが見て取れる．これより対象波浪に応じ
て遊水部長さも適切に設定する必要があると言える．  
以上の試算から，遊水部長 Bや管路長 L，管径 D に加えて，管路の素材や状態









の天端高を有するマウンドから構成される model 1 と，model 1 の直立壁の背後に










2) 管路の非定常流れの式および断面平均流速と中心流速の関係式を model 1 の
実験結果に適用したところ，導水管の入口・出口の水位差と出口の中心流速の関
係は，これらの式により表されることがわかった．規則波実験では一部のケース




3) model 1 の規則波実験により，①マウンドの天端と静水面の位置関係が，相








ンドにおける導水流量の算定式を構築した．本算定式を model 1 に適用し，平均
水位上昇量および導水流量ともに実験値と計算値の対応が良いことを明らかにし
た．また複数マウンドで直立壁の背後に貯水部を設けた場合についても算定式を
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図 3.1  水表面での波動運動や質量輸送を利用して流れを発生させる構造体 
 Water chamber 
Conduit 
Pipes 

















加えた方法論として，Navier-Stokes 方程式の直接解法のひとつである VOF 法









として設置した．造波板の前面から 10.3m 地点までは水平床とし，続く 4.0m 区































図 3.2  平面水槽 
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直立壁に同一諸元のパイプを水平に組み入れ，その背後に遊水室および導水路を
設けた構造である．直立壁はコンクリートと耐水ベニヤ板で製作し，長さ 150.0cm，
幅 37.5cm，高さ 50.0cm とした．また直立壁上に耐水ベニヤ板を設け，越波を許
さない構造とした．パイプは内径 pD =6.25cm，長さ 37.5cm のアクリル製とし，
内径の上端が直立壁底部から 40.0cm 位置で，かつ孔の中心間隔が 2 pD となるよ
う直立壁に 12 本配置した．さらに遊水室は，長さ 150.0cm，奥行き 37.5cm の水
域面積を有するよう耐水ベニヤ板で作成した．導水路は，導水先まで 1 本の導水
管により導水することを想定し，2 種類の塩化ビニル製の円管（内径 D =10.0, 
15.0cm，共に長さ L =400.0cm）を用いて遊水室の中央に接続した．ここでは管路
内における自由水面の発生を防止するため，管が完全に没水する位置に敷設した．
本実験で想定した模型縮尺は 1/16～1/36 程度である．  








 実験波は，表 3.1 に示すとおり入射波高が概ね 2.0~8.0cm，周期 1.2s の規則波
とし，実験模型に対して直入射および 45°斜め入射となるよう作用させた．また  
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潮位変化が導水性能に及ぼす影響について把握するため，パイプ内径の下端から





















口の損失係数をそれぞれ 00.1=ef ， 00.1=of に設定するとともに，その他条件を
00.0=bf ， 00.4=L m， 150.0,100.0=D m， 010.0=n m-1/3s， oeh ηη −=Δ で与えて






表 3.1  実験で用いた波条件と水深 
Regular waves
Wave height  H  = 2.0, 4.0, 6.0, 8.0 cm
Wave period  T  = 1.2 s
Water depth  h  = 33.8, 35.3, 36.9, 38.4, 40.0 cm  (5 Water levels)



















高が大きい波種（ =iH 8.2～8.7cm， =T 1.2s）では，計算値と導水管出口で計測し
た値のあいだで定量的にも良好な一致が見られる．一方の小波高の波種（ =iH 4.0
～4.4cm， =T 1.2s）では，計算値と実験値のあいだでおよそ 2～4 割の差異が見受
けられる．その理由として，これらのケースでは遊水室での平均水位の上昇量お
よび導水管内での流速が比較的小さく，Reynolds 数により変化する摩擦損失係数
f の与え方や，水位の計測精度・場所の影響によることが推察される．  
定常状態における導水管内の中心流速について，管路出口での計測値 exp,cu と計








定常状態とした =t 45～50s における導水管内の断面流速について，式(2.28)による
計算値 unsteadycalU , と式(2.29)による計算値 steadycalU , の関係を示したものである．本実
験の定常状態の管路流れを式(2.29)により表現できることが図から読み取れる．
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(a) Level 5 (Hi=8.4cm, T=1.2s) 
 
(b) Level 3 (Hi=8.5cm, T=1.2s) 
 
(c) Level 1 (Hi=8.4cm, T=1.2s) 
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(a) Level 5 (Hi=4.3cm, T=1.2s) 
 
(b) Level 3 (Hi=4.4cm, T=1.2s) 
 
(c) Level 1 (Hi=4.0cm, T=1.2s) 
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(a) Level 5 (Hi=8.7cm, T=1.2s) 
 
(b) Level 3 (Hi=8.2cm, T=1.2s) 
 
(c) Level 1 (Hi=8.4cm, T=1.2s) 
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(a) Level 5 (Hi=4.3cm, T=1.2s) 
 
(b) Level 3 (Hi=4.1cm, T=1.2s) 
 
(c) Level 1 (Hi=4.2cm, T=1.2s) 
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 Level 5, D=15cm
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 Level 3, D=15cm
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 Level 1, D=15cm
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 Level 3, D=10cm
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 Level 3, D=10cm
 Level 1, D=10cm
図 3.9  非定常・定常計算による断面流速値の比較（12 pipes, θ=0°） 
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(2) 導水性能 
 図 3.10 は，パイプ孔の有効本数（孔の開いている本数） pn と定常状態におけ
る導水管による導水流量 Qの関係について，導水管径 D によりそれぞれ記号で区
別し示したものである．導水流量は，式(2.16)より求まるように D =10.0cm では
0.82 倍，D =15.0cm では 0.83 倍を導水管の出口で計測した中心流速値に乗じるこ
とで断面平均流速値を算定し，これに管の断面積を乗じて算出した．実験条件は，





流量が増大するものの， D =15.0cm では有効本数と導水流量の関係がほぼ線形関
係をとるのに対し，D =10.0cm では pn =6 を超えてから導水流量の増加が鈍化して
いることがわかる．ここで導水管の流量係数 inC は，式(2.35)より D =10.0cm の場
合には inC =0.57， D =15.0cm の場合には inC =0.62 と算出されるが，導水管の流れ
易さを表す指標としては，式(2.34)中で流量係数に管の断面積 Aを乗じた ACin を




当たりのパイプ孔の断面積 pA と有効本数 pn を乗じることで遊水室への流入量の
目安を表す指標 pp An と導水管の流れ易さの指標 ACin の関係を，入射波条件に応じ
て適切に定めることが重要であると考察する．これらの ACin と pp An の比をとり本
実験に対して適用すると， D =10.0cm の場合には ( )ppin AnAC =0.12，一方の
D =15.0cm の場合には ( )ppin AnAC =0.30 を得る．前者よりも後者の方がより効率
的に導水が行われることから，導水効率の観点からは ( )ppin AnAC =0.30 以上とな
るように本海水交流施設の構造諸元を設定すれば良いと言える．  
 図 3.11，3.12 は，堤体模型に対して波が直入射し，パイプ孔の有効本数が 12
本のときの相対波高 pi DH と導水効率 *Q の関係について，水位別にそれぞれ記号
で区別し示したものである．図 3.11 は D =10.0cm としたときの実験結果であり，
図 3.12 は D =15.0cm のときのそれに相当する．導水効率は，1 周期間の導水流量
TQ を堤体前における入射波の峰の水塊量に当たる )2( πBLH ii で除して定義し
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図 3.10  孔数・導水管径と導水流量の関係（Level 3, Hi=6.1cm, T=1.2s, θ=0°）
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図 3.13  波の入射角度の違いによる波高と導水流量の関係 















 Normally incident waves
 Obliquely incident waves (45 deg.)
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 これらの図より，導水管径の違いにかかわらず，パイプ孔上端から下端までの
あいだに静水面が位置すれば導水が機能することが見て取れる．特に静水面がパ
イプ中央に位置する Level 3 では， D =10.0cm で *Q =0.08～0.10， D =15.0cm で
*Q =0.15～0.19 となり，入射波高の大小によらず安定した高い導水効率となるこ
とがわかる．ただし図 3.10 でも見られたように，導水管径が導水効率に及ぼす影
響は，やはりこれらの図においても顕著に認められる．導水管径を D =15cm とし
たときの導水効率の最大値 max*Q は，静水面が Level 2 で入射波高がパイプ孔の径
とほぼ同じ pi DH =0.97 とそれより入射波高の大きい pi DH =1.35 において
max
*Q =0.21 程度を記録している．導水管径を D =15.0cm に選択したときには，前
章で取り扱った海水交流施設の実験結果と比べても遜色ない導水性能を有するこ
とが明らかとなった．なおいずれの導水管でもパイプを 2 段配置した場合には， 1
段配置した場合と比較して導水効率が大幅に劣る結果となった．これは下段のパ
イプ孔を通じて遊水室から沖側への戻り流れが発生することが原因である．  
 図 3.13 は，パイプ孔の有効本数が 12 本で D =15.0cm，Level 3 としたときの入









(1) 実験装置  
 断面実験は，図 3.14 に示す長水路（長さ 100.0m，幅 1.00m，深さ 1.50m）で実






































前面壁から岸側へは 6.0m とした．  
(2) 実験模型 
 断面実験で使用した模型の構造諸元を図 3.15 に示す．本実験模型は，防波堤型
式を想定したものであり，外形を長さ 100.0cm，幅 190.0cm，高さ 126.0cm として
主に耐水ベニヤ板で製作した．堤体内には，同一諸元のパイプを同レベル 1 段配
置として前面壁から堤体内部の遊水室まで水平に組み入れるとともに，遊水室か
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ら後面壁までを没水型の導水管路で繋ぐ構造とした．パイプには，内径が
pD =10.0cm，長さが 50.0cm のアクリル製を使用し，パイプ孔の中心が直立壁の
底部から 96.0cm 位置，かつ孔の中心間隔が 2 pD となるように 5 本配置した．ま
た遊水室は，長さ 100.0cm，奥行き 50.0cm とし上床版を取り付けず開放状態とし
た．さらに導水路には，内径 D =20.0cm，長さ L =90.0cm の塩化ビニル製の円管を
使用した．このとき後面壁の開口率は 3.3%である．実験の実施に当たっては，前
面壁上に耐水ベニヤ板を設け，越波を許容しないこととした．本実験で想定した




水性能を表す指標 ( )ppin AnAC が 0.30 以上となるように設定した．さらに実際場に
おける潮位変化や，施設の維持管理に際してパイプや導水管内に人が入る可能性
があることを勘案し，実機のパイプおよび導水管路の内径が 1.0m 以上となるよ
う想定した．このようにして定めた模型諸元に対して上記の指標を適用すると，( )ppin AnAC =0.55 となる．  
(3) 実験条件および計測項目 
 実験波は，表 3.2 に示す波諸元を有する規則波および Bretschneider・光易型ス
ペクトルの不規則波とした．水位は，図 3.15 中でも示したとおりパイプ孔の中心
位置に静水面が相当する Level 3 とした．計測は，容量式波高計による水位変動
および I 型電磁流速計による導水管内の流速について実施した．図 3.14 中にも示
すように波高計センサーは，造波板からおよそ 54m 離れた水路床上と，実験模型
の前面壁からおよそ 3m 沖側の嵩上げ床上にそれぞれ 3 本を，模型の前面壁から
50cm 位置および遊水室の中央ならびに模型の後面壁から 50cm 位置にそれぞれ 1
本ずつの計 11 本を配置した．一方の流速計センサーは，導水管路の出口の中心位
置に配置した．これらの計測機器により得られるデータは，PC によりサンプリン
グ間隔 50Hz で AD 変換しデータ収集をした．取得した時系列データに対し，水
理現象が安定してから規則波で 10 波程度，不規則波で 250 波程度を平均化処理し
て各諸量の値を算定した．入射波の諸元および反射率については，合田ら 18)によ
る入・反射波の分離推定法により求めた．  
表 3.2  実験で用いた波条件と水深 
Regular waves Irregular waves
Wave height  H  = 3.0, 5.0, 7.0, 10.0 cm  H 1/3 = 2.0, 4.0, 6.0 cm
Wave period  T  = 1.27, 1.91 s  T 1/3 = 1.15, 1.60 s
Water depth  h  = 96.0 cm  h  = 96.0 cm
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3.5 数値計算法の概要 
(1) VOF 法（Volume of Fluid Method） 
 自由水面を有する非圧縮性粘性流体の流体現象を解析的に取り扱う方法のひと





野では CADMAS-SURF (SUper Roller Flume for Computer Aided Design of MAritime 










Navier-Stokes 方程式に Porous Body モデルを導入した式である．数値計算は，こ
れらの方程式を Staggered Mesh として Control Volume 法により空間的に離散化し，
SMAC 法 23)（Simplified Marker and Cell method）による時間発展型として進める．
その際に内部流体として計算することができない自由表面については，式(3.4)に
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∂ γγγν                            (3.4)   
ここに， t：時間， x ， z：それぞれ水平・鉛直方向の座標， u ， w：それぞれ
水平・鉛直方向の流速， ρ ：  水の密度， p ：圧力， ev ：分子動粘性係数および
渦動粘性係数の和， g：重力加速度， vγ ：空隙率， xγ ， zγ  ：それぞれ水平・鉛
直方向の面積透過率， νλ ， xλ ， zλ ：それぞれ構造物の存在による慣性力， xD ， zD ：
それぞれ水平・鉛直方向のエネルギー減衰帯における係数， ),( tzqs ：造波ソース，
xR ， zR ：それぞれ水平・鉛直方向の Porous Body からの抵抗力である．  
 これらの基礎方程式中にある構造物の存在による慣性力および Porous Body か
らの抵抗力については，それぞれ式(3.5)，(3.6)に示すようにモデル化される．ま





















































































                             (3.7)   
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),(2),(                                          (3.9)   
 ここに， MC ：慣性力係数， DC ：抗力係数， xΔ ， zΔ ：それぞれ水平・鉛直方
向の格子間隔， h ：水深， l ：エネルギー減衰帯の長さ(=2 波長)， 0x ：エネルギ
ー減衰帯の開始位置，N ：分布関数の次数( N =2)， xθ ， zθ ：無次元係数( xθ =0.6，
zθ =0.6)， f ：物理量，C ：波速， sxΔ ：造波ソースでの格子間隔， ),( tzUs ：造波
用流速（ストークス波第 5 次近似解あるいはクノイド波第 3 次近似解）である．  
表 3.3  数値計算で与えた諸条件 
計算領域 長さ(x -) 45.0m,   高さ(z -) 1.26m
    x方向: 計 3,078格子
    x = 0.0～19.6m, Δx =2.0cm, 980格子
    x =19.6～20.0m, Δx =2.0～1.0cmで漸減, 27格子
    x =20.0～23.8m, Δx =1.0cm, 380格子
    x =23.8～24.0m, Δx =1.0～0.5cmで漸減, 27格子
    x =24.0～27.0m, Δx =0.5cm, 600格子
    x =27.0～27.2m, Δx =0.5～1.0cmで漸増, 27格子
    x =27.2～30.0m, Δx =1.0cm, 280格子
    x =30.0～30.4m, Δx =1.0～2.0cmで漸増, 27格子
    x =30.4～45.0m, Δx =2.0cm, 730格子
    z方向: 計 199格子
    z =0.00～0.40m, Δz =1.0cm, 40格子
    z =0.40～0.60m, Δz =1.0～0.5cmで漸減, 27格子
    z =0.60～1.26m, Δz =0.5cm, 132格子
波条件 規則波; H =3.0, 5.0, 7.0, 10.0cm,  T =1.26, 1.90s
水深 h =0.96m
造波ソース
 x =12.0m （T =1.90sのとき）
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(3) 計算条件  







円管内径は 8.9cmであり，数値を丸めて 9.0cmで与えた．作用波は，H =3.0～10.0cm，









図 3.17，3.18 は，波高が大きい波条件である入射波高 iH =9.7cm，周期T =1.27s
および iH =9.2cm，T =1.91s の規則波を作用させた場合について，造波を始めてか
ら 120s 間にわたる導水管の入口・出口での水位および導水管出口での中心流速の
時系列データをそれぞれ示したものである．また図 3.19，3.20 には，入射波高
3/1H =6.0cm，周期 3/1T =1.19s および 3/1H =6.2cm，周期 3/1T =1.73s の不規則波を作用



















































を踏まえて，管路の入口・出口の損失係数をそれぞれ ef =1.00， of =1.00 とし，そ
の他条件を bf =0.00， L =0.90m， D =0.20m， n =0.010m-1/3s， oeh ηη −=Δ で与えた
14)15)．また水位の実験値は 50Hz の離散値として得たことから，この実験値を用い
て =Δ t 0.02s で時間積分することで計算を進めた．  
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(2) VOF 法による水位・流速の時系列データ 
図 3.21 は，VOF 法による数値計算結果の一例として， iH =10.0cm，T =1.90s
の規則波を作用させたときの堤体周辺での流況を図示したものである．造波開始
後 15s からの 1 周期間を対象として，T /8 毎に水表面および流速ベクトルを表示








するに当たり，VOF 法が有益な手段であることが示唆される．  
 図 3.22，3.23 は，波高が大きい波条件に相当する入射波高 iH =10.0cm，周期




T =1.26s の場合には水路の左端から 23.00m および 23.61m 地点を，他方のT =1.90s
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x=23.00m x=23.61m x=25.00m（堤体前面）









0 5 10 15 20 25 30
x=25.50m（遊水室前） x=25.75m（遊水室中央）
x=26.00m（遊水室後） x=26.90m（堤体背後）
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0 5 10 15 20 25 30
x=20.00m x=21.20m x=25.00m（堤体前面）









0 5 10 15 20 25 30
x=25.50m（遊水室前） x=25.75m（遊水室中央）
x=26.00m（遊水室後） x=26.90m（堤体背後）
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uc = 2.76Hi - 4.70
R2 = 0.986
uc = 2.27Hi - 3.22
R2 = 0.992
uc = 1.74Hi - 2.43
R2 = 0.995








0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0
 Irregular waves of T=1.17～1.21s; Measured
 Irregular waves of T=1.71～1.79s; Measured
 Regular waves of T=1.26～1.27s; Measured








25.18s までの 512 データを全波種で用いることとした．また導水流量については，
導水管出口での水平流速が一様分布となる時間帯の平均値を求めることにより，
定常状態における導水流量を算定することにした．周期T =1.26s の場合には造波
開始後 12s からの 5 T 間の平均値を，一方のT =1.90s の場合には 15s からの 5 T 間
（ただし iH =10.0cm では 10s からの 4 T 間）のそれとした．  
(3) 導水性能および波浪制御性能 




れぞれの関係式および相関係数 2R についても併せて示した．  
  












は，白抜き記号の波条件では 0.63，他方の塗りつぶし記号の波条件では 0.70 と求
められる．先に示した不規則波での各種波高の関係式(2.43)，(2.44)と対比すると，
規則波実験での入射波高 iH と導水流速（あるいは導水流量）の関係において，不
規則波の算術平均波高 H あるいはエネルギー平均波高 rmsH を iH として扱えば，
不規則波が作用するときの導水流速が得られると解釈できる．波の入射角の影響
も併せて考慮すると，不規則波作用時の導水流速は，直入射とした規則波実験で
の波高値に対し θcos63.0 3/1H を代入することで，実用上は推定できるものと考
える．  
図 3.25 は，相対波高 pi DH と導水効率 *Q の関係について，規則波・不規則波
および周期別にそれぞれ記号で区別し示したものである．導水流量については，
導水管径 D =20.0cm，粗度係数 010.0=n m-1/3s として式(2.16)より算定される関係
を援用して，導水管の出口で計測した中心流速値に 0.84 を乗じることで断面平均
流速値を算定し，これに管の断面積を掛け合わせて算出した．そして導水効率は，





た規則波による実験値のうち周期が短い T =1.26s 程度の場合には， pi DH =0.48




面積 pA と有効本数 pn を乗じた pp An と導水管の流れ易さを表す ACin を考慮しつつ，
入射波高に θcos63.0 3/1H を用いて適切に内挿補間すれば良いものと考える．さ
らに規則波による実験値と計算値をほぼ同一周期の波種で比べると，T =1.26s 程














0.0 0.4 0.8 1.2
 Irregular waves of T=1.17～1.21s; Measured
 Irregular waves of T=1.71～1.79s; Measured
 Regular waves of T=1.26～1.27s; Measured
 Regular waves of T=1.91～1.92s; Measured
 Regular waves of T=1.26s; VOF method







0.0 0.4 0.8 1.2
 Irregular waves of T=1.17～1.21s; Measured
 Irregular waves of T=1.71～1.79s; Measured
 Regular waves of T=1.26～1.27s; Measured
 Regular waves of T=1.91～1.92s; Measured
 Regular waves of T=1.26s; VOF method
 Regular waves of T=1.90s; VOF method
図 3.26  反射率 
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同一形状のときの導水特性を再現していることになる．そのため本構造体で生じ
る 3 次元の流体運動を再現していないことに主な原因があると考察される．定量
的な精度を追求するための 3 次元 VOF 法の適用による検討は，今後の課題として
残される．  














































5) 本海水交流施設において 1 方向流が生成される過程を，2 次元の VOF 法を使
った数値計算により概ね再現できることを明らかにした．しかし導水効率および
反射率について実験値と計算値を比較すると，定量的な一致は認められなかった．
3 次元 VOF 法による検討が今後の課題である．  
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第 4 章 渦を利用して流れを発生させる海水交流施設に関する検討 
 
 










































2.0cm の鉄板を敷き詰めて製作した．本すり付け部の法先には約 9.0cm の通水部
を設けることにより，嵩上げした水平床下で水が循環するようにし，実験模型に
よる導水に伴い模型の前後で水位差が生じることがないように工夫を施した．実





































図 4.1  長水路 
(unit; m) 
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を設置して下部に通水部を設けた水平版付き防波堤（図 4.2(b)）を採用した．さ
らに水平版長の影響を把握するために，遊水室の下部に設けた水平版を岸側に延
長した水平版延長防波堤（図 4.2(c)）も検討の対象に加えた．  
(3) 実験条件および計測項目 
 表 4.1 に実験条件を一括して示す．実験波は，目標波高が H =5.0, 10.0cm の 2
波高，目標周期がT =1.00～1.95s 間の 7 周期の規則波とし，水深は h =40.0cm で一
定とした．表中では，嵩上げした水平床上での実際の入射波高 iH と波長 L に加え
て，波長と遊水室幅の比 wBL も併せて示した．  
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計測は，容量式波高計による水位変動および L 型電磁流速計による下部通水路
の岸側開口部での流速について実施した．波高計センサーは，図 4.1 中にも示す















想定した解析モデルを図 4.3 に示す．構造体は，y 軸方向に無限の長さを持ち，
その断面は全く任意とする水平・鉛直方向の 2 次元モデルである．物体まわりの





表 4.1  実験で用いた波条件と水深 
T  (s) H  （cm） H i  (cm) h  (cm) L  (cm) L /B w
1.00 5.0 5.0 40.0 146.3 5.9
1.20 5.0 4.7 40.0 193.5 7.7
1.20 10.0 9.3 40.0 193.5 7.7
1.40 5.0 4.2 40.0 239.1 9.6
1.40 10.0 8.5 40.0 239.1 9.6
1.50 10.0 9.5 40.0 261.4 10.5
1.65 5.0 4.4 40.0 294.3 11.8
1.65 10.0 8.9 40.0 294.3 11.8
1.80 5.0 3.7 40.0 326.7 13.1
1.80 10.0 7.6 40.0 326.7 13.1
1.95 5.0 3.9 40.0 358.7 14.3
1.95 10.0 8.3 40.0 358.7 14.3








∂ )(1 g                                (4.1)   
ここに， vvは流速ベクトル， t は時間， p は圧力， ρ は流体密度，gは重力加速
度， cf は線形抵抗係数，σ は角振動数（= Tπ2 ，T は波周期）である．  
 上式は，透過性防波堤を対象とした波変形解析で用いられた Sollitt and Cross 6)
による運動方程式と類似しているが，構造体形状を直接的に考慮して波浪境界値
問題として解析するために，構造体の流体力学的な慣性効果は含まれていない．
式の右辺第 2 項が渦の発生などによる抵抗項を線形化したものである．  
 波動理論としては，取り扱いが簡単になることから線形波動理論を仮定してお
り，領域Ⅰにおける入射波の速度ポテンシャル 0ϕ は，次式で与えられる．  
  

























                  (4.2)   
ここに，k は非減衰波領域での進行波モードの波数（= Lπ2 ，Lは波長）， iH は
入射波高， i は虚数単位， h は水深， 0Φ は入射波速度ポテンシャルの複素振幅で
ある．  
b) 波浪境界値問題とその解法 
 式(4.1)の Rotation をとると 0=vrot r となり，流体運動が無渦運動であることか
ら速度ポテンシャルが定義される．このため減衰波領域Ⅱでの流体運動の基礎方











Φ ⅡⅡ                                           (4.3)   
 固定物体は，流体領域Ⅱのみに存在すると仮定していることから，この領域に
おいて ⅡΦ は，その没水表面 BS で次式の不透過条件を満足する必要がある．  
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BSn
Φ on:0=∂
∂ Ⅱ                                          (4.4)   
















                            (4.5)   
非減衰波領域である領域Ⅰ，Ⅲでの速度ポテンシャル ⅠΦ ， ⅢΦ に関する水表面




シャル ⅠΦ が入射波の速度ポテンシャル 0Φ と回折散乱波の速度ポテンシャル ⅠDΦ
の線形和で表されることに留意すると，領域Ⅰと領域Ⅱの接続境界 1lx = および領
域Ⅱと領域Ⅲの接続境界 2lx = での接続条件は，それぞれ次式のとおり表される． 
圧力の連続条件： 
10 at:)1( lxΦifΦΦ cD =+=+ ⅡⅠ                             (4.6)   















∂ ⅢⅡ                             (4.9)   
ここで未知である領域Ⅰにおける回折散乱波の速度ポテンシャル ⅠDΦ と領域Ⅱ，






jjj  (4.10)   
ここに， jΦ は各領域での未知ポテンシャル， ),( ZXS j は各領域に含まれる物体
表面および接続境界面 ( )ZX , で構成される境界線領域， ),( ZXf j は ),( ZXS j 上で
分布させる湧き出し強さの分布関数，( )zx, は波浪ポテンシャルを求める流体中の
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グリーン関数として領域Ⅰ，Ⅲでは，John7)により求められた 2 次元波動場のグ
リーン関数を，また領域Ⅱでは，中村ら 8)により導出された減衰波領域でのグリ




















22      (4.11)   
ここに， nμ は減衰波領域の波数（虚部が波高減衰を表す）であり，次式で示さ
れる分散関係式を解くことで算定される．また λは次式により定義される．  
)tanh()1(
2
hif nnc μμσλ =+= g                                (4.12)   
c) 反射率・透過率の算定方法 






1η                                            (4.13)   









Ⅲ=                                                (4.15)   
d) 入力条件 









抵抗係数 cf については，中村ら 1)の研究においてカーテン壁に対して用いられた
cf =0.20 を使用した．本理論は，極めて短時間で計算結果が得られることから，
実験で使用する模型の構造諸元を決める際にも適用した．  
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(2) VOF 法 
前章で取り上げた CADMAS-SURF Ver. 4.0 9)を用いることで，構造体が有する導
水効果および波浪制御効果について検討する．  




















表 4.2  数値計算で与えた諸条件 
図 4.4  数値計算で用いた水路および堤体の構造諸元 
(unit; m) 
計算領域 長さ(x -) 19.90m,   高さ(z -) 0.60m
   x方向:  計 1990格子,  x =0.00～19.90m,  Δx =1.0cm
    z方向:  計 120格子,  z =0.00～0.60m,  Δz =0.5cm
波条件    規則波:  H =10.0cm, T =1.20, 1.40, 1.50, 1.65, 1.80, 1.95s
水深 h =0.40m






































続いて VOF 法による数値計算結果の一例として，入射波高 iH =10.0cm，T =1.4s
の規則波を作用させたときの各構造体周辺での流況を図 4.5～4.7 にそれぞれ示
す．これらの図では，造波開始後 15.6s からの 1 周期間を対象に，T /8 毎の水表








沖側 岸側 岸側   渦流の回転方向
渦流の回転方向 
写真 4.1  水平版付き防波堤に規則波が作用したときに生じる渦運動 
(a) 峰のモード (b) 谷のモード 
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a) t =15.6s+0T/8 
b) t =15.6s+1T/8 
c) t =15.6s+2T/8 
d) t =15.6s+3T/8 
  
前面壁 後面壁 
図 4.5  異吃水二重壁式防波堤に規則波が作用したときの流況 
（Hi=10.0cm, T=1.4s, VOF 法） 
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e) t =15.6s+4T/8 
f) t =15.6s+5T/8 
g) t =15.6s+6T/8 
h) t =15.6s+7T/8 
図 4.5 （続き） 
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a) t =15.6s+0T/8 
b) t =15.6s+1T/8 
c) t =15.6s+2T/8 
d) t =15.6s+3T/8 
  
前面壁 後面壁 
図 4.6  水平版付き防波堤に規則波が作用したときの流況 
（Hi=10.0cm, T=1.4s, VOF 法） 
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e) t =15.6s+4T/8 
f) t =15.6s+5T/8 
g) t =15.6s+6T/8 
h) t =15.6s+7T/8 
図 4.6 （続き） 
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a) t =15.6s+0T/8 
b) t =15.6s+1T/8 
c) t =15.6s+2T/8 
d) t =15.6s+3T/8 
  
前面壁 後面壁 
図 4.7  水平版延長防波堤に規則波が作用したときの流況 
（Hi=10.0cm, T=1.4s, VOF 法） 
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e) t =15.6s+4T/8 
f) t =15.6s+5T/8 
g) t =15.6s+6T/8 
h) t =15.6s+7T/8 
図 4.7 （続き） 
















防波堤のそれぞれの反射率 Cr ，透過率 Ct について，実験結果と数値計算結果を
併せて示したものである．ここでは波周期に関するパラメターとして波長・遊水
室幅比 wBL で無次元化し整理した．図中では，実験結果は exp，減衰波理論によ
る計算結果は DWM，VOF 法による計算結果は VOF とそれぞれ表記している．ま
た波から渦などへとエネルギー変換される割合を把握するため，エネルギー逸散
量 LE （=1- Cr




が図 4.8(a)より見て取れる．透過率については， wBL >9.3 の長周期側において
実験値，計算値ともに Ct >0.5 となり，一方の反射率は，実験値，計算値ともに
wBL =7.8 付近で極小となることが読み取れる．この wBL =7.8 では，反射率の実
























透過波の低減が見られる．特に wBL =10 では Ct =0.1 程度であり，後面壁での通
水部開口率を 34％と大きく設定した割に，低透過を実現していると言える．  
水平版の効果によって wBL の幅広い領域で実験値，計算値ともに大きなエネル
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Cr (exp., H=10cm) Ct (exp., H=10cm)
Cr (DWM, fc=0.20) Ct (DWM, fc=0.20)













Cr (exp., H=5cm) Ct (exp., H=5cm)
Cr (exp., H=10cm) Ct (exp., H=10cm)
Cr (DWM, fc=0.20) Ct (DWM, fc=0.20)













Cr (exp., H=5cm) Ct (exp., H=5cm)
Cr (exp., H=10cm) Ct (exp., H=10cm)
Cr (DWM, fc=0.20) Ct (DWM, fc=0.20)
Cr (VOF, H=10cm) Ct (VOF, H=10cm)
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(3) 導水性能 
図 4.10 は，各構造体の通水部岸側で計測した水平流速について，時系列データ













図 4.11 は，波長・遊水室幅比 wBL と各構造体の下部通水部における無次元輸
送流量 *Q との関係を示したものである．ここで *Q は，1 周期当たりの輸送流量
TQ を算定し，これを入射波の峰の水塊量に相当する )2( πli BLH （ lB は堤体長）
で除して定義した．また平均輸送流量 Qは，流速計 1, 2 により計測した水平流速
の時間平均値に通水部断面積を案分して乗じて算出した．補正は施していない．
図中では実験値に加えて，VOF 法による計算値についても併せて示した．  
異吃水二重壁式防波堤では，透過波に伴う岸向きの流れが発生するが，水平版
を設置することで沖向きの流れとなることが図よりわかる．水平版付き防波堤，
水平版延長防波堤ともに，目標波高 5cm では wBL が 10 以下の領域で岸向きの流
れとなるものの，ほぼすべての周期帯で沖向きの流れが発生する実験結果が得ら
れた．これらの防波堤はともに，波周期が長くなるにつれて無次元流量が増大す
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図 4.11  下部通水部における無次元輸送流量 
図 4.12  遊水室型海水交換防波堤の波エネルギーの逸散と平均流の生成機構 
沖側からの波の作用
(1)ピストンモ－ドの





   水平版による流体の鉛直運動の抑制によって透過波も低減
(3)前面壁下端からの
   大規模渦の発生
1方向回転渦
(2)前面壁前後での水位変動
   の有意な位相差
(4)水平版下部の流体は，
   引き波時に発生する
   渦の影響を強く受け，








































































 水理模型実験は，図 4.13 に示す平面水槽（長さ 30.0m，幅 20.0m，深さ 0.80m）
で実施した．本水槽は，モルタル仕上げの水平床であり，20.0m 幅の造波板を有
するピストン型造波装置が設置されている．造波板の両端部より岸側に向かって






 使用した実験模型の構造諸元を図 4.14 に示す．これは模型縮尺 1/10～1/20 程
度の遊水室型防波堤を想定したものであり，1 基当たりの堤体幅は B =50.0cm，遊
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水室幅は wB =25.0cm，堤体長は lB =49.5cm である．図 4.13 中に示す外郭施設の一





a) 擬似 2 次元水路における実験 
図 4.13 に示す水槽内に波の進行方向に対して平行に隔壁板を設置して，水路幅
2.5m，長さ 15m の擬似 2 次元水路を製作した．この水路では，造波機側を開放状
態とし，他方の岸側を通水性の高いヘチマロンで消波した．こうすることで実験
模型により水路内に生成される流れが，堤体前後での水位差の影響をできるだけ
受けないようにした．実験模型は，水路幅いっぱいに 5 基配列した．  
実験波は，目標波高が H =5.0, 10.0cm の 2 波高，周期がT =1.2～2.0s の 7 周期の
規則波とし，水深は h =40.0cm で一定とした．また計測は，容量式波高計による
水位変動と，電磁流速計による下部通水路での流速について実施した．波高計セ
ンサーは，入射波測定用に 1 本（波高計 1），入・反射波の分離用に 2 本（波高計
2，3），透過波測定用に 1 本（波高計 4）の計 4 本を配置した．流速計センサーは，
3 本使用し，図 4.14 中に示す 3 地点にそれぞれ配置した．そしてこれらの計測機
器によるデータは，AD 変換することで収集した．ここで構造体の反射率につい

























図 4.15  集水装置の構造諸元 
(unit; cm) 






も作用させた．不規則波の波諸元は，目標の有義波高が 3/1H =5.0, 7.0cm，有義周

























通水部における無次元輸送流量 *Q について，波長・堤体幅比 BL で整理して示し
たものである．ここで *Q は，1 周期当たりの輸送流量 TQ を算定し，これを入射
波の峰の水塊量に相当する )2( πli BLH で除して定義した．図中では，断面実験結
果と平面実験結果の両者を併せて示しており，符号は沖向きの流れを負として定
義した．  
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図 4.17  透過率（規則波） 













 遊水室型防波堤 （DWM, fc=0.20）
 通水型矩形堤 （断面実験，H=5cm）













 遊水室型防波堤 （DWM, fc=0.20）
 通水型矩形堤 （DWM, fc=0.15）
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 遊水室型防波堤 （平面実験，導流堤なし，H    ）
 遊水室型防波堤 （平面実験，導流堤なし，H ）
 遊水室型防波堤 （平面実験，導流堤付き，H    ）
 遊水室型防波堤 （平面実験，導流堤付き，H ）
 通水型矩形堤 （平面実験，導流堤なし，H    ）




図 4.19  下部通水部での無次元輸送流量（不規則波） 

















部通水部における無次元輸送流量 *Q について，波長・堤体幅比 BL で整理して示
したものである．図中では，平面実験結果を示しており，無次元輸送流量 *Q の算











無次元輸送流量 *Q について，波長・堤体幅比 BL で整理して示したものである．





ており，図 4.18 で示した集水装置がないときと比較して 2～3 割程度の輸送流量





































図 4.20  集水装置を接続したときの下部通水部での無次元輸送流量（規則波）
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(1) 実験装置 








(2) 実験模型  
 断面実験で使用した実験模型の構造諸元を図 4.22～4.24 に示す．これらの模型
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図 4.23  水深に対する通水部高さを変化させるときの実験模型の構造諸元 





























































た．堤体幅は B =56, 81, 106cm の 3 種類である．次に図 4.23 に示す模型は，通水
部高さが機能性に与える影響について調べるために用いたものである．ここでは
表 4.3 に示すように，水深 h を固定したうえで通水部の高さ dt および前面垂下版
の吃水深 1d ，水平版上の水深 mh を連動して変化させた場合と， 1d および mh を固
定したうえで dt および h を連動して変化させた場合を検討の対象とした．水深に







せた諸元は，表 4.4 に示すとおりである．  
(3) 実験条件および計測項目 
 実験波は，目標波高が H =5.0, 10.0, 15.0cm の 3 波高，周期がT =1.0～2.4s の範
囲の規則波とした．また計測は，容量式波高計による水位変動と，電磁流速計に
表 4.4  通水部前面の開口率を変化させるときの実験模型の構造諸元 
表 4.3  水深に対する通水部高さを変化させるときの実験模型の構造諸元 
5.0 40.0 25.0 33.0 0.13
9.0 40.0 21.0 29.0 0.23
13.5 40.0 16.5 24.5 0.34
5.0 31.5 16.5 24.5 0.16
9.0 35.5 16.5 24.5 0.25
通水部高・
水深比 t d /h
通水部高






h m  (cm)
0.82 44.0 31.0 11.0
0.82 55.0 42.0 22.0
0.57 44.0 31.0 11.0
0.57 55.0 42.0 22.0
0.46 44.0 31.0 11.0








水深 h d  (cm)










 図 4.25(a)～(c)は，遊水室型防波堤の堤体幅 B を変化させたときの反射率 Cr
および透過率 Ct ，ならびに下部通水部における無次元輸送流量 *Q の実験値につ
いて，波長・遊水室幅比 wBL で整理してそれぞれ示したものである．ここで
*Q は，























くなるにつれて無次元流量は増大傾向にあり， wBL が 12 を超える周期領域では， 

















B= 56 cm, h=40cm, H= 5 cm
B= 81 cm, h=40cm, H= 5 cm
B=106cm, h=40cm, H= 5 cm
B= 56 cm, h=40cm, H=10cm

















B= 56 cm, h=40cm, H= 5 cm
B= 81 cm, h=40cm, H= 5 cm
B=106cm, h=40cm, H= 5 cm
B= 56 cm, h=40cm, H=10cm

























B= 56 cm, h=40cm, H= 5 cm
B= 81 cm, h=40cm, H= 5 cm
B=106cm, h=40cm, H= 5 cm
B= 56 cm, h=40cm, H=10cm
B= 81 cm, h=40cm, H=10cm
B=106cm, h=40cm, H=10cm
(a) 反射率 
図 4.25  堤体幅を変化させたときの波浪制御性能・導水性能 
(b) 透過率 
(c) 無次元輸送流量 





量も結果としてより増大することが推測される．図中で周期帯が wBL <11 では，
堤体幅が大きくなるにしたがい沖向きの流量は減少するものの，それよりも周期
が長い領域では，堤体幅の大きい B =106cm が最も優れた導水性能を示す場合が
あることもわかる．さらに波高の大小により導水性能が異なる傾向も見て取れる．
本実験で B =56cm とした結果は，図 4.11 に示した水平版延長防波堤の実験結果
とほぼ同じ導水特性が認められる．  
(2) 水深に対する通水部高を変化させたときの実験結果  
 図 4.26(a)～(c)は，水深 h を固定したうえで通水部高 dt および前面垂下版吃水
深，水平版上水深を連動して変化させたときの反射率 Cr および透過率 Ct ，なら
びに無次元輸送流量 *Q の実験値について，波長・遊水室幅比 wBL で整理してそ
れぞれ示したものである．  





程度大きい波周期に対しても有効であることが認められる．また htd =0.23, 0.34








かる．条件別に比較すると， htd =0.23, 0.34 のときと比べて通水部断面積が小さ
い htd =0.13 では，導水性能が明らかに劣ることが見て取れる．また htd =0.23
の場合には，小波高の方が無次元輸送流量は大きな値を記録し，波高による導水
性能の相違も認められる．  
 次に垂下版吃水深および水平版上水深を固定したうえで，通水部高 dt および水
深 h を連動して変化させたときの反射率 Cr および透過率 Ct ，ならびに無次元輸
送流量 *Q の実験値について，波長・遊水室幅比 wBL で整理したものを図 4.27(a) 



































































td/h=0.23, h=40cm, H= 5 cm
td/h=0.23, h=40cm, H=15cm


































































 - 121 -
～(c)にそれぞれ示す．  












開口率 cR を変化させたときの反射率 Cr および透過率 Ct ，ならびに無次元輸送流
量 *Q の実験値について，波長・遊水室幅比 wBL で整理してそれぞれ示したもの
である．このとき水深は，高潮位に相当する h =55cm である．  











その流量は増大傾向にあることが図よりわかる．開口率の大きい cR =0.82 のとき
は， cR =0.46, 0.57 と比較して，長周期側でより大きい流量であることが見て取れ
る．  
次に捨石マウンドを設け，かつ前面開口率 cR を変化させて，低潮位に当たる水
深 h =44cm とした際の反射率 Cr および透過率 Ct ，ならびに無次元輸送流量 *Q の
実験値について，波長・遊水室幅比 wBL で整理したものを図 4.29(a)～(c)にそ
れぞれ示す．  
反射率については，やはり低潮位であっても幅広い周期帯にわたり低反射特性
を示すとともに， wBL が大きい波周期に対しても有効に機能することが図より見  

































































Rc=0.57, h=55cm, H= 5 cm
Rc=0.57, h=55cm, H=15cm
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Rc=0.82, h=44cm, H=10cm Rc=0.57, h=44cm, H=10cm
Rc=0.46, h=44cm, H=10cm Rc=0.82, h=44cm, H=15cm
















て流量が増大する傾向が， wBL =15 程度を境に減少に転じることが図よりわかる．
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第 5 章 海水交流施設による港での海水交換の促進に関する検討 
 
 










































先に図 4.13 中に示した模擬港の不透過防波堤の一部に，やはり先に図 4.14 で




型縮尺は，1/10～1/20 程度を想定した．  
c) 実験条件および計測項目 
実験波には，規則波と 1 方向不規則波を用いた．規則波の諸元は，目標波高お
よび周期が H =5.0cm，T =1.3s と H =7.0cm，T =1.8s の 2 波種とし，不規則波の諸
元は，目標の有義波高・有義周期が 3/1H =5.0cm， 3/1T =1.3s の 1 波種とした．水深














































B =56.0cm，遊水室幅 wB =25.0cm，1 基当たり堤体長 lB =49.5cm であり，図 5.2 中
で示す模擬港の外郭施設の一部にこれらの模型を 5 基（長さ 2.5m 相当）配列し
た．また模型の前後に鉛直板を取り付けて下部通水部を塞ぎ，すべての外郭施設
を不透過構造とした場合についても比較検討の対象とした．この模擬港の構造諸
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元についても，小規模な港内泊地を有し，かつ不透過な構造体により囲まれて閉
鎖性が高い港を想定して設定した．模型縮尺は，1/10～1/20 程度を想定した．  
c) 実験条件および計測項目  
実験波には，入射波高および周期が iH =9.1cm， T =1.8s と iH =7.6cm， T =1.8s
の波諸元の規則波を，遊水室型防波堤を設置した場合とすべて不透過堤とした場
合に対してそれぞれ作用させた．水深は h =40.0cm で一定である．  
計測は，容量式波高計による水位変動と，電磁流速計による流速変動について
実施し，各データともに AD 変換して収集した．波高計センサーは，遊水室型防












































図 5.3  実験模型の構造諸元 
(unit; cm) 






















                                     (5.2)   
連続方程式： 




































































β    (5.5)   
ここに，t：時間，x ，y：それぞれ水平方向の直交座標軸，η：水位， xQ ， yQ ：
それぞれ x ， y 方向の線流量， Df ：砕波減衰係数， c：波速， n ：群速度と波速
の比， Dα ：係数（砕波帯で 2.5 をとる）， g：重力加速度， h ：静水深， Qˆ：線
流量の振幅， βtan ：海底勾配， uˆ：静水位での水平流速振幅， 0L ：沖波波長であ
り，添字の b は砕波点での値を表す．  
これらの式を，空間にはスタッガード・メッシュを採用して差分化し，リープ・
フロッグ法による時間発展型として計算を進める．また構造体の反射率について








価した 8)．  





























































































    (5.7)   
連続方程式： 










                              (5.8)   
水平混合係数： 
( )ηε += hlN g                                            (5.9)   
ここに，U ，V ：それぞれ x ， y 方向の断面平均流速，η ：平均水位， xτ ， yτ ：
それぞれ x ， y 方向の時間平均化した底部剪断力，ε：水平混合係数， xxS ， xyS ，
yxS ， yyS ：それぞれラディエーションストレス（波の運動に伴う過剰運動量フラ
ックス）， ρ ：水の密度， N ：定数（=0.01）， l ：離岸距離である．  
これらの式を，空間にはスタッガード・メッシュを採用して差分化を図り，非
表 5.1  数値計算で与えた諸条件 
計算領域 長さ(x -)：28.0m， 幅(y -)：10.0m
   x方向：計 280格子，Δx =10.0cm
    y方向：計 100格子，Δy =10.0cm
規則波条件
H i =9.1cm, T =1.8s（遊水室型防波堤を設置したとき，実験値）





側方境界（y =0.0, 10.0m）：Cr =1.00
岸側境界（x =28.0m）：Cr =0.95
不透過構造体：Cr =0.95，ヘチマロン：Cr =0.70（実験値）






遊水室型防波堤：U = -2.6cm/s （実験値より設定，5sまで漸増）
時間差分 Δt =T /100（波），Δt =0.01s（流れ）
造波時間 静水状態から30T （波），静水状態から60s（流れ）
計算格子
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g   (5.11)   
連続方程式： 










                              (5.12)   
渦動粘性係数： 
( )ηα += hUAh *                                           (5.13)   














に示すように，仮想粒子の存在する位置 ( )00 , yx での流速値に時間差分間隔 tΔ を



















た場合についても取り上げた．潮通し工は，幅 2.5m，水深が D.L.-2.0m の矩形断
面開水路とした．  
表 5.2 に与えた計算条件を示す．静水深は平均水面に設定し，潮位差が大きい








図 5.4  計算対象領域および港形状（D.L.表示） 
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については，計算開始から 0.25 周期後にわたり漸増させて与えた．さらに流動場





 写真 5.1 は，模擬港を構成する防波堤の一部に遊水室型防波堤を設置し，波高















写真 5.1  遊水室型防波堤に規則波が作用したときの流況（H=7cm,T=1.8s） 
(a) 導流堤なし (b) 導流堤付き 
表 5.2  数値計算で与えた諸条件 
計算領域 岸沖方向(x -)：660.0m， 沿岸方向(y -)：1250.0m
   x方向：計 264格子，Δx =2.5m
    y方向：計 500格子，Δy =2.5m
潮汐条件 M2分潮相当：潮差 2.7m，周期 T =12h25min
平均水面 D.L. +1.55m
粗度係数 n b =0.025m
-1/3s





配水口流速：U c =Q c /(h +η )/Δy（0.25Tまで漸増）
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毎で 300s 間にわたり描画した流跡線とともに，これらのトレーサの動きより算定
される無次元流速 *U を併せて示した．ここで *U は，進行波の静水面位置におけ














 図 5.5 は，模擬港に波高 H =5cm，周期T =1.3s の規則波を作用させたときの港
内泊地における濃度の経時変化について，防波堤型式別に示したものである．図
中では，横軸に作用波の波数を，縦軸には無次元濃度 aC をとって表しており， aC
には全計測点の平均値を採用した．また無次元濃度 aC は，造波を始めてからの濃










 図 5.6 は，遊水室型防波堤を設置した模擬港に有義波高 3/1H =5.6cm，有義周期
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図 5.5  各防波堤型式に規則波が作用したときの港内泊地における濃度変化 
（H=5cm, T=1.3s） 















































 港内に存在する水量は，港内泊地の水域面積を単純化して 1,000cm×600cm と
し，これに水深 40cm を乗じることで概算を見積ることができる．そしてこの水








 図 5.7 は，遊水室型防波堤を設置した模擬港に対し，入射波高 iH =9.1cm，周期
T =1.8s の規則波を作用させたときのトレーサの動きについて示したものである．
各トレーサを 1 周期毎にラグランジュ的に追跡することで，図中に描画した．ま















 図 5.9，5.10 は，遊水室型防波堤を設置した場合とすべて不透過堤とした場合
について，平均流速の平面分布をそれぞれ示したものである．これらの図より，
遊水室型防波堤を設置することで，背後岸壁の前面水域で最大 6.8cm/s の流速値  
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図 5.8  すべて不透過堤としたときのトレーサの挙動 
（トレーサの位置を 2T 毎に描画した実験結果，Hi=7.6cm, T=1.8s） 
図 5.7  遊水室型防波堤を設置したときのトレーサの挙動 
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図 5.10  すべて不透過堤としたときの流れの平面分布 
（実験値，計測位置は水深中央部 20cm，Hi=7.6cm, T=1.8s） 
図 5.9  遊水室型防波堤を設置したときの流れの平面分布 
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図 5.12  すべて不透過堤としたときの平面波高分布 
（計算値，入射波高による波高比で表示，Hi=7.6cm, T=1.8s） 
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図 5.14  すべて不透過堤としたときの流れの平面分布 
（計算値，Hi=7.6cm, T=1.8s） 
図 5.13  遊水室型防波堤を設置したときの流れの平面分布 
（計算値，Hi=9.1cm, T=1.8s） 
港内側 港外側 
















 - 144 -
 
図 5.16  すべて不透過堤としたときの渦度分布 
（計算値，Hi=7.6cm, T=1.8s） 
図 5.15  遊水室型防波堤を設置したときの渦度分布 
（計算値，Hi=9.1cm, T=1.8s） 
港内側 港外側 

























 図 5.15，5.16 には，遊水室型防波堤を設置した場合とすべて不透過堤とした場
合を対象に，流動場の渦度分布をそれぞれ図示した．図中ではコンター線および










 対象港に潮汐が作用したときの流況を図 5.17 に，また潮汐に加えて海水交流施
設による導水流量 2.0m3/s が同時に作用すると仮定したときの流況を図 5.18 にそ
れぞれ示す．図中では，流速ベクトルに加えて，流速の大きさに対応するコンタ
ー線を描画し，併せて色の変化で示した．これらの図は，計算開始後 1.25 T から














この残差流は，計算開始後 2.25 T からの 1 潮汐間の流速を平均化することで算出  
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図 5.19  各計算条件での残差流 
(a) 潮汐作用時（対策工なし）
(d) 潮汐と導水流量 2.0m3/s 作用時 
(c) 潮汐と導水流量 1.0m3/s 作用時 























る．これらの図は，計算開始後 1.25 T（満潮時）からの 2 潮汐間を対象としてT /2
毎に表示したものであり，計算条件は，対策工なし，潮通し工，海水交流施設の

















0)/( NTtN でまとめて示したものである．やはり満潮時からの 2 潮汐間にわたる
仮想粒子数の変化を計算条件毎に表示した．  
 対策工がない場合では，半周期後の仮想粒子の残留割合が 0.49 となる．港奥泊
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図 5.22  潮汐と導水流量 0.5m3/s 作用時の仮想粒子の挙動 
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嚴室長，山本 潤主任研究官（現  独立行政法人土木研究所）をはじめとする水産
工学分野の研究者との諸活動を経ることで，著者は水産土木工学や海岸工学に関
する専門知識や知見を獲得し，貴重な経験を積んでゆくことができました．さら
に養殖研究所長 中野 広博士をはじめ異なる専門分野の方々との交流や，そこで
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方，自然科学系の研究方法論の会得につながり，研究を実践していくうえで大い
に役立ちました．ここに深甚なる謝意を表しまして，厚く御礼申し上げます．  
水産庁・地方公共団体の水産行政部局や業界団体の関係諸氏には，水産関係公
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際気象海洋株式会社），佐伯信哉氏（株式会社荒谷建設コンサルタント），また当
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生諸氏には，実験の遂行に当たり一方ならぬご協力を仰ぎました．深甚なる謝意
を表しまして，厚く御礼申し上げます．  
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て，ここに深く感謝の意を表しまして，重ねて心より厚く御礼申し上げます．  
